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１ 令和７年度事業評価中間報告
及び改善のポイント

－１－



（１）研修課

・総合企画担当
・教職研修担当

－２－



令和７年度 研修課 事業評価 中間報告

備考評価結果指標評価項目事業名番号

受講者317名達成（5.58）平均5.1以上初任者研修受講者の評価

必須研修１

受講者195名※達成（5.26）
第2回合同研修まで

平均5.1以上中堅教諭等資質向上研修受講者
の評価

受講者306名達成（5.67）平均5.1以上２年目研修受講者の評価

受講者320名達成（5.36）平均5.1以上３年経験者研修受講者の評価

受講者57名達成（5.73）平均5.1以上養護教諭研修受講者の評価

受講者515名
※延べ人数

達成（5.29）平均5.1以上教育行政職員研修受講者の評価

受講者1,386名
※延べ人数

達成（5.40）平均5.1以上職務別研修受講者の評価

受講者289名
※延べ人数

達成（5.71）平均5.1以上課題別研修受講者の評価

※評価はアンケート結果（経験年数別研修は４件法、その他は６件法）による －３－



令和７年度 研修課 事業評価 中間報告

備考評価結果指標内容・評価項目事業名番号

受講者3,125人達成（5.52）平均5.1以上希望等研修受講者の評価希望等研修２

R7．4月～
R7．11月まで

達成
（456万件）

年間アクセス数
350万件以上

教育センターWebからの情報提供
教育センターWebの総アクセス件数

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ活
用

８

－４－



令和７年度事業の概要

－５－



令和７年度 事業報告 研 修 課

－６－

R６実施回数R７実施回数研修種別

４回５回対面
初任者研修校外研修（小）

１回１回オンデマンド

５回５回対面初任者研修校外研修（中
高特） １回１回オンデマンド

２回２回対面

中堅教諭等資質向上研修 １回１回リアルタイム・オンライン

１回１回オンデマンド

１回１回対面２年目研修

１回１回対面３年経験者研修

９回９回対面養護教諭経験年数別研修
※職務に関する研修のみ １回１回リアルタイム・オンライン

９回１３回対面
教育行政職員研修
※職務に関する研修のみ

５回２回リアルタイム・オンライン

４回４回オンデマンド －６－



令和７年度 事業報告 研 修 課

－７－

R６実施回数R７実施回数研修種別

１７回１４回対面

職務別研修
（13本※R6は14本）

６回３回リアルタイム・オンライン

３回３回オンデマンド

７回７回対面（半日オンデマ
ンド含む)課題別研修

（3本※R6も３本）
２回２回リアルタイム・オンライン

６９回５９回対面

希望等研修
（88本※R6は96本）

２４回２２回リアルタイム・オンライン

３回３回オンデマンド

０回４回(※ST認証関連)取りやめ及び中止



●初任者研修
●中堅教諭等資質向上研修
●２年目研修
●３年経験者研修
●養護教諭経験年数別研修
●教育行政職員研修

必須研修（経験年数別研修、教育行政職員研修）

令和７年度 事業報告 研 修 課 〈総合企画担当〉

上記の研修について各職種、各キャリアステージに応じた研修を当初の計画通り
実施でき、目指す資質の向上を図ることができた。

－８－



●職務別研修
教職員の職務に応じて求められる専門的な知識や技能、企画立案及
び運営、事務処理等の能力の向上を図るために、職務別に実施する。
◆１３研修、全て実施。

必須研修

令和７年度 事業報告 研 修 課 〈教職研修担当〉

－９－



●課題別研修
【小学校新任理科担当教諭研修】
「初めて理科の授業を行う教諭」を対象として、佐賀市、佐賀市を除く東部地区、西部地区、北
部地区の４地区に分け、同内容を４回実施
◆繰り返し確認が必要な内容をオンデマンドで提供し、半日対面による研修を実施

【中・高新任理科教諭研修】
新規採用の理科担当教諭を対象として、1日対面による研修を実施

【小学校新任家庭科担当教諭研修】
「初めて家庭科の授業を主担当として行う教諭」を対象として、東部地区、西部地区及び北部地
区の２地区に分け、衣生活と食生活の両方を受講する研修として実施
◆衣生活分野は半日対面、食生活分野は半日リアルタイム・オンラインによる研修を実施

◆課題別研修の目的を鑑み、当日欠席者に対し後日センターにて代替研修を実施(８月実施完了)

必須研修

令和７年度 事業報告 研 修 課 〈教職研修担当〉

－１０－



希望等研修

【本講座・公開講座・出前講座】
◆「教科・領域等の専門的かつ実践的指導力の向上を図る」ことを目的とし、
本講座８８本、公開講座０本、出前講座０本を計画し、うち８４本を実施。
(※８８本計画していたが、ST認証関連で４本は開講せず）

◆リアルタイム・オンライン２２本、オンデマンド３本を実施。

◆「STの所属校で行われる講座」として授業講座を１４本を実施。
(※ST講座は１８本計画していたが、ST認証関連で４本は開講せず）

令和７年度 事業報告 研 修 課 〈教職研修担当〉

－１１－



令和８年度事業について

－１２－



●初任者研修
校外研修１２日のうち、共通研修５日と選択研修１日を実施する。

●中堅教諭等資質向上研修
校外研修１０日のうち、共通研修６日と自己課題解決研修（選択研修）４日を実施する。

●２年目研修
校外研修３日のうち、フォローアップ研修１日と選択研修２日を実施する。

●３年経験者研修
校外研修３日のうち、全校種合同研修会１日と企業福祉施設等体験研修２日を実施する。

●養護教諭経験年数別研修
経験年数に応じた研修を行う。

●教育行政職員研修
教育行政職員を対象とした階層別研修等を実施する。

必須研修（経験年数別研修）

令和８年度 事業計画 研 修 課 〈総合企画担当〉

上記の研修について、各職種、各キャリアステージに応じた効果的な研修となる
ように研修内容を計画する。 －１３－



●職務別研修
教職員の職務に応じて求められる専門的な知識や技能、企画立案及び運営、事務
処理等の能力の向上を図るために、職務別に実施する。職務や研修内容に応じて
オンラインでの研修を設定したり、実施時期や内容の精査、検討を進めることで
受講者の負担軽減を図る。

R8(13本 20回) R7(13本 20回)
リアルタイム・オンライン ３回 ３回
オンデマンド ３回 ３回

●課題別研修
時代や社会の変化によって生じる学校運営上の課題解決を目的とした研修として
実施している。実技を通して、児童への安全指導を学ぶことが目的であるため、
多くの研修を対面で行っているが、繰り返し確認が必要な内容についてはオンデ
マンドや手引き等を活用して、学びの定着を図っている。

必須研修

令和８年度 事業計画 研 修 課 〈教職研修担当〉

－１４－



希望等研修

【本講座】
◆「教科・領域等の専門的かつ実践的指導力の向上を図る」ために、本講座８４本
を設定している。

R8(84本) R7(88本)

リアルタイム・オンライン 20本 22本

オンデマンド ３本 ３本

◆研修の質を担保しつつ、現場の負担が少ない半日対面による研修を充実させてい
る。あわせて、オンラインによる研修も一定数確保して実施する。

◆スーパーティーチャーによる模範授業を参観する研修を通して、受講者にとって
活用の見通しがもちやすい研修を提供する。

◆保護者対応の研修や、若手教員を対象とした研修を充実させることで、学校(教
員)を支える研修を推進する。

令和８年度 事業計画 研 修 課 〈教職研修担当〉

－１５－



【インターネット教育活用事業】

教育センターWebを通して教育に係る情報を発信し、教職員の教育活動を支援する。

◆教育センターWebの運用
◆各種教育情報の発信
◆「受講者専用ページ」及び｢研修ファイルマネージャー」によるオンライン（オン
デマンド及びリアルタイム・オンライン）研修の実施

■年度当初に、各担当内で情報委員を決定する。
■総括は教職研修だが、研究物発信等は各担当の情報委員で行う。

令和８年度 事業計画 研 修 課 〈教職研修担当〉

－１６－



「新たな教師の学び」に向けて －令和４年度からの取組み－ 研修課

令和５年度 研修履歴を活用した対話に基づく
受講奨励の開始

令和４年度 佐賀県教員育成協議会を１回開催
現行の佐賀県教職員の指標について協議し、策定

－１７－

研修受講履歴記録システム及び教員研修プラットフォーム
（通称Plant）の利用準備

令和６年度 Plantの部分的な機能の運用開始及び
次年度全機能運用開始に向けた準備

令和７年度 Plantの全機能の運用開始及びPlant
利活用に伴う課題等の検討・整理

令和８年度 Plantの更なる活用の検討・整理
「研修観の転換」に向けた調査・研究



（２）教育支援課

・研究調査担当
・生徒支援担当

－１８－



令和７年度 教育支援課 事業評価 中間報告

備考評価結果指標内容・評価項目事業名
番
号

調査対象
15名

未確定
(2月確定予定)

平均3.4以上
プロ研委員及びセンター所員の取組意欲、
理解度、活用意識

プロジェクト研究３

調査対象
14名

未確定
(2月確定予定）

平均3.4以上
センター所員の取組意欲、理解度、活用意
識

個別実践研究４

調査対象
36名

達成（5.20）平均5.1以上オンデマンド研修受講者の評価学習状況調査５

調査対象
717名

達成（3.78）
（12月22日現在）

平均3.4以上
学校等への出向いての支援
支援内容の理解、支援内容の効用感、支
援内容の活用意識

学校支援６

―評価しない
県内教職員の利用の促進
教科書展示会の実施

図書資料室管理８

―評価しない
教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ「ﾐﾈﾙﾊﾞ」の発信
SNSアプリ「LINE」による情報発信

広報業務９

－１９－



令和７年度事業の概要

－２０－



令和７年度 教育支援課 事業の概要 ＜研究調査担当＞ ＜生徒支援担当＞

３ プロジェクト研究(２か年計画２年目）

センター所員がチームを組んで、原籍校と連携を図りながら進める。

〇小学校 図画工作科、外国語科
〇中学校 理科、音楽科、美術科
〇教育相談・生徒指導、特別支援教育

－２１－

センター所員と研究員（学校の教職員）とでプロジェクトチームを組織して進める。

〇小学校 国語科、算数科
〇中学校 国語科、数学科、英語科

４ 個別実践研究（１か年計画）



〇プロジェクト研究コンテンツ（一部）

【プロジェクト研究】
研究主題

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進を図るためのコンテンツ開発

小学校：国語科、算数科
中学校：国語科、数学科、英語科

－２２－

各教科共通 今年度の研究について 理論編



【個別実践研究】
研究主題

児童生徒が、各教科における資質・能力を身に付けるための授業づくり

－指導と評価の一体化を図る授業改善に向けて－

〇個別実践研究コンテンツの作成（一部）

小学校：外国語科、図画工作科
中学校：理科、音楽科、美術科

授業改善のポイント（理論編）

－２３－

学習指導プラン

発信に向けて、準備中



【個別実践研究】
研究主題

「チーム学校」による不登校の未然防止と早期発見・早期対応に向けた取組の充実

－校内研修等で活用できる研修資料（動画）とアセスメントツールの作成を通して－

〇個別実践研究コンテンツの作成（一部）

教育相談・生徒指導、特別支援教育

研修資料（動画）

－２４－

アセスメントツール

発信に向けて、準備中



参加者数教科名実施日

12名
中学校
数学

７月７日

９名
中学校
美術

７月14日

13名
小学校
国語

９月５日

10名
小学校
外国語

９月18日

13名
小学校
算数

９月26日

〇授業公開と授業研究会の実施

－２５－



６ 学校支援

内訳
学校支援件数

その他小・中合同中学校小学校

３７件６件３１件２１件９５件令和７年度

各教科・領域等に係る学校支援

－２６－

８ 図書資料室管理

９ 広報業務

【メールマガジン「ミネルバ」】
教育センターWeb及び登録した個人に、教育センターの研修、研究、支援等に関する情報
を提供する。毎月１回以上、時宜を得た情報を配信し、県内教職員の研修をサポートする。
【SNSアプリ「LINE」】
教育センター公式アカウントを立ち上げ、教育センターの取組や研究成果物の周知等、登
録者に適宜、情報を発信する。

令和７年度 教育支援課 事業の概要 ＜研究調査担当＞ ＜生徒支援担当＞

教育に関する書籍や刊行物、研究資料等を収集・整理し、県内教職員の研修を支援する。



- ２７ -



- ２８ -

令和７年度分については、現在、作成中



令和８年度事業の構想

-２９ -



令和８年度 教育支援課 事業の構想

- ３０ -

〇研究調査事業の推進・充実

・各教科における資質・能力を身に付けるための授業づくりに役立つコンテンツ

の開発

・若手教員が活用しやすいようなコンテンツの開発

・「ミネルバ」及び「ＬＩＮＥ」による研究成果の積極的発信

〇学校支援の充実

・各教科・領域等の指導法改善に係る支援

・研究発表会、授業研究会、教科部会等での資料提供


